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動き始めた歳出・歳入の一体改革

経済調査部門　篠原　哲
shino@nli-research.co.jp

1．歳出・歳入の一体改革とは何か？

日本の政府債務残高（一般政府ベース：図表

の脚注を参照）は、2005年の名目GDP比で

170.0％にまで上昇しており、2000年からはイタ

リアを抜き先進国中でも最悪の水準に達してい

る。経済規模の拡大を上回って債務残高の増加

が続くなかでは、いずれ財政が破綻するという

危惧も、現実味を帯びてくることになるだろう。

財政破綻を回避するために、政府は「2010年

代初頭における国と地方のプライマリーバラン

ス黒字の達成」を目標に掲げている。しかし、

2003年度時点でプライマリーバランス赤字は約

27.4兆円（SNAベース）の規模にまで達してお

り、その実現のためには今後数年間でこれほど

の収支の改善を実現していかなければならない

のである。

このようななかで政府は、本年６月にまとめ

た「経済財政運営と構造改革に関する基本方針-

2005（骨太の方針）」において、財政再建に向け

て、「歳出・歳入の一体改革」という方針を打ち

出している。歳出・歳入の一体改革とは、国と

地方の歳出削減と、増税など歳入の増加を一体

的に進めようという方針であり、①まず歳出削

減を進め必要となる増税規模を極力小さくする

「小さくて効率的な政府原則」、②民間主導の経

済活力を引き出し、経済活力と財政再建を両立

させる「活力原則」、③歳出減と負担増のあり方

を選択肢を基に広く議論をおこなう「透明性原

則」の３原則が、その根幹となっている。

では、何故、歳出と歳入の改革を一体的に進

める必要があるのだろうか？

現在のわが国は、税収が長期的に低迷するな

かで、歳出の削減がなかなか進まない状況が続

いており、これが財政赤字の拡大要因となって

いる。しかも、図表－２からも明らかなように、

高齢化の進展により、国全体の社会保障給付費

は今後も急激に増加していくことが予想され

る。そして、これは社会保障給付の一部を負担

する財政にとっても、歳出規模の拡大圧力が続

くことは避けられないことを示すものだ。実際

図表－1 政府債務残高対名目GDP比の国際比較
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（注）基となるデータの出典はＯＥＣＤエコノミックアウトルック76号。
計数はSNAの一般政府ベース。
一般政府の債務とは、一国の債務を、ＳＮＡ（国民経済計算）の
基準により整理・集計したものであり、国と地方以外に、公的年
金などの「社会保障基金」の債務も含む。

（資料）財務省
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に、国の一般会計において、高齢化の進展等に

よる社会保障関係費の自然増加額は、年間で約

8,000億円規模に及ぶ。現在、財政の歳出削減が

なかなか実現できない最大の原因は、この社会

保障関係費の自然増加によるところが大きい。

同時に社会保障給付の抑制にも踏み込むこと

で、歳出規模の拡大に歯止めをかけるという、

歳出・歳入の一体改革が必要不可欠と言えるの

である。

2．重要となる歳出削減の継続

2006年度予算は「歳出・歳入一体改革の基礎

を固める予算」と位置づけられ、歳出削減を徹

底する方針が打ち出された。なかでも社会保障

関係費の自然増加分の抑制や、国から地方公共

団体に対する交付金である地方交付税、公務員

の人件費などの削減が焦点となるなど、「歳

出・歳入の一体改革」は歳出サイドの改革を中

心に、すでに動き始めている。

しかし、先に述べたように社会保障給付の自

然増があるなかでは、これらの改革のみで、プ

ライマリーバランスを黒字化させ、財政再建を

実現できるとは考えにくい。今後は消費税に代

表される増税の実施により、歳入の拡大を図っ

ていくことも避けられない。ただし、ここで留

意すべきことは、増税の実施により、歳出削減

の動きがおろそかになってはならないという点

であろう。増税により国民に負担増を強いるな

かで、歳出削減の動きが緩まれば、国民の理解

を得ることが難しくなるばかりか、必要となる

増税規模も過大となる可能性があるからだ。

したがって、消費税に代表される大規模な増

税の実施に向けては、今後も引き続き歳出面の

改革を推進していくことが重要である。一般会

計のみならず、特別会計をも含む歳出項目の全

てにわたり、無駄な部分については徹底的に合

理化を図っていくことが求められよう。さらに、

社会保障給付についても、総額管理の導入等に

より、経済規模に見合った範囲で社会保障給付

の規模を管理していく、という方向性も必要に

なってくると考えられる。

図表－2 社会保障給付と消費税の関係
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このように、歳出の削減が思うように進まな

いなかでは、増税を実施することで歳入を拡大

していくことも避けられないと考えられる。最

近では、社会保障給付による財政赤字の拡大を

食い止めるべく、消費税率を引き上げて、その

全額を社会保障給付の公費負担分に充てる「消

費税の社会保障目的税化」を求める見解もある。

社会保障給付の財源に充てるという名目の下

では、消費税に代表される増税に対しての国民

の理解も比較的得やすいかもしれない。しかし、

社会保障給付が国民所得比で拡大を続けるな

か、消費税の国民所得比は、97年度の引き上げ

以降は、ほぼ３％強の水準で安定的に推移して

いる（図表－２）。このため、今後も拡大が予

想される社会保障給付の財源に消費税を充てる

のであれば、歯止めなく税率を引き上げていく

必要が生じる可能性が高い。結果として、たと

え財政赤字が縮小しても、国民負担の過度な増

加を招く危険がある点には留意すべきだろう。

このように、歳出または歳入の一方を改革す

るだけでは財政再建を実現することは困難であ

ると考えられる。だからこそ、消費税率の引き

上げなどにより歳入を拡大させるだけでなく、


